
農地マネジメントを実現する農地中間管理事業の推進

奈良県における取組

●担い手への農地集積や荒廃農地の発生防止等の農地有効活用に取り組
む、農地マネジメントを推進。

●奈良県独自の取組として、平成30年度より、市町村・地元との協定締結の
下、関係者と協働しながら集中的かつ優先的に施策を実施し、農地の有
効活用と生産性の向上による農業振興を図る区域として、特定農業振興
ゾーンを設定。（現9地区）

○担い手への農地集積率は、令

和５年度末時点で全国平均値の

60.4%と比べて、本県では21.4%と

伸び悩んでいる状況。

担い手の不足や区画面積が小

さく、不整形であるため作業効率

が良くない農地が多いことが課

題。

農地中間管理事業の実績について

担い手への農地集積について

【担当省庁】 農 林 水 産 省

○本県における農地中間管理機

構である「なら担い手・農地サポ

ートセンター」による、農地の出し

手から担い手等の受け手へのマ

ッチング実績は毎年増加傾向に

あり、令和４年度実績は200haを

超えるなど大きく増加しており、

担い手への農地集積に貢献。
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【県担当部局】 食農部担い手・農地マネジメント課

本県の農地マネジメントをより一層推進していくために、
農地中間管理事業を活用した担い手への農地集積を

継続的に実施していくことが必要です。

農地集積・集約化等対策事業費補助金（農地中間管理
機構事業）について、令和６年度予算を確保いただきまし
たが、予算要望額の満額確保には至っておりません。
本県の農地中間管理事業を更に推進できるよう、予算

要望額の満額確保をお願いします。
本事業は、農地マネジメントの推進における本県の主

要施策となっており、今後におきましても継続的かつ十分
な予算の確保をお願いいたします｡

国にお願いすること

○ 農地中間管理事業に係る予算の確保

受け手の解約面積の推移について

○農地マッチング実績の増加に

伴い、受け手の高齢化等、やむ

を得ない理由により途中解約面

積も増加傾向であり、再マッチン

グまでの中間保有に係る費用

（人件費、草刈による管理）も増

加。
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